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【普通会計貸借対照表項目の対前年度増減等】 

○ 平成 27 年度末資産の総額は 2,753 億円で、前年度と比較して 53 億円増加しています。こ

れは、主に公共資産が 21 億円増加したこと、流動資産が 27 億円増加したことなどによるも

のです。 

○ 資産の内訳は、公共資産が 2,348 億円、投資等が 179 億円、流動資産が 226 億円であり、

公共資産の割合が高くなっています。 

○ 公共資産のうち売却可能資産（本報告書では、原則、普通財産及び売却処分も検討の選

択肢としている行政財産）は、97 億円です。 

○ 公共資産は 21 億円増加しています。増加の主な要因は、有形固定資産が 20 億円増加し

たことがあげられます。有形固定資産は、生活インフラ・国土保全分野において４億円、子育

て支援分野において４億円、その他の分野において 14 億円増加しています。 

○ 流動資産の増加 27 億円の主な要因は、資金の増加 27 億円があげられます。 

○ 負債は、固定負債が 265 億円、流動負債が 40 億円、総額 304 億円であり、前年度と比較

して 15 億円減少しています。 

○ 固定負債の減少７億円の主な要因は、職員退職による退職手当引当金の減少８億円があ

げられます。 

○ 純資産の総額は 2,449 億円と、前年度と比較して 68 億円増加しており、引き続き荒川区の

財政の健全性は維持されています。 
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物にかかるコス
（１）物件費
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0.4%
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【普通会計行政コスト計算書項目の対前年度増減等】 

○ 平成 27 年度の経常行政コストは 812 億円で、人にかかるコストが 153 億円、物にかかる

コストが 202 億円、移転支出的なコストが 452 億円、その他のコストが４億円となっています。 

○ 経常行政コストは前年度に比べて 24 億円増加しています。その内訳は、物にかかるコスト

が３億円増加、移転支出的なコストが 21 億円増加などとなっています。 

○ 人にかかるコストは人件費等に大きな増減がなかったため、前年度と比較してほぼ同額と

なりました。 

○ 物にかかるコストの増加３億円の主な要因は、減価償却費が２億円増加したことがあげら

れます。 

○ 移転支出的なコストの増加 21 億円の主な要因は、社会保障給付が 20 億円増加し、他会

計等への支出額が７億円増加したものの、補助金等が５億円、公共資産整備にかかる補助

金等が２億円それぞれ減少していることなどによるものです。 

○ その他のコストは、公債費にかかる利払い等に大きな増減がなかったため、前年度と比較

してほぼ同額となりました。 

○ 経常収益は、前年度に比べて１億円増加しています。その内訳は、分担金・負担金・寄附

金が２億円増加などとなっています。 
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0
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1,427
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33
17
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収支の部」、

資金収支計算

や償還等の影

表１－４ 資金

※ 詳細は【付

1.経常的収支
2.公共資産整
3.投資・財務
当期収支
期首歳計現
期末歳計現

（基礎的財政収

収入総額

支出総額

地方債発行

地方債元利

財調基金等

基礎的財政

用語説明
経常的収支
費や施設維持
などの取り引

公共資産整
どによる収入
したもの
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○ 平成 27 年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、39 億円のプラスとなっていま

す。 

○ 公共資産整備収支額は 39 億円の不足となっています。これは、公共資産等の整備が経常

的収支、すなわち、一般財源で賄われたことを示しています。 

○ 投資・財務的収支額は 51 億円の不足となっています。これは、地方債の償還による負債

の減、また基金の積立により将来への備えをしたことなどによるものです。 

＜図１－５ 資金収支の状況＞ 
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